
1 

 

 

 

２０２５年２月に公表された第７次エネルギー基本計画（以下基本計画という）におい

て、これからの日本のエネルギーの安定供給と、エネルギー安全保障の確保のためにはエ

ネルギー自給率を高めることが必須であると述べ、エネルギー政策の基本的考え方として

再生可能エネルギーか原子力かの二項対立的議論ではなく、再生可能エネルギー、原子力

を共に最大限活用して行くことが極めて重要であることを指摘している。これまでの基本

計画における原子力に対する考え方の流れを変更する宣言として高く評価できる。原子力

については多くの課題を丁寧に確実に対応して行く努力の積み上げが今後とも必要である

が、ここでは今後の原子力発電炉（革新軽水炉）の開発について早急に具体的、かつ現実的

な取組みが必要であり、手をこまねいていては将来取り返しのきかない事態を惹起する恐

れがあるとの危機感を国民全体で共有するために試論を述べることとしたい。 

 

（１） なぜ、革新軽水炉開発の具体的な取組みを急いで実施する必要があるのか 

① エネルギー需給見通しからみた革新軽水炉開発への取組みの必要性 

 基本計画ではエネルギー需給の見通しは２０４０年を目標年次としているため、原子力

について需給上の観点からは再稼働が進めば目標達成が可能であると安易に認識され易い

目標年次となっている。しかし、６０年運転を前提にすれば、２０４０年以前に３百万ｋＷ

以上が運転停止になると見込んでおり、この事実を踏まえ、２０４０年から先の電力需給

は厳しくなると予想しているので、２０４０年代から順次、革新軽水炉の運転開始を実現

して行く必要があると認識していると読み取れる。 

 

② 原子力発電炉開発に要するリードタイムと立地場所選定の可能性 

基本計画では、原子力発電炉の開発には少なくとも１０数年から２０年程度のリードタ

イムが必要であることを認識している。さらに、立地場所について革新軽水炉は既存の原

子力発電所のサイト内での廃炉建て替えを基本とすることが書かれている。しかしながら

各社の原子力発電所の廃炉実施期間は３０数年から４０年程度かかる計画となっており、

サイト内の廃炉建て替えでは新設原子力発電を建設し運転開始するにはこれから５０年以

上先の将来のこととなってしまう。従って、立地場所の選定はサイト内の廃炉の建て替え

にこだわらず、サイト内に増設の土地面積のゆとりがある場合は有望かつ優先的な立地可

能性がある場所となり得る。さらに、国が自ら先導して新たな立地候補地選定のための調

査や地元対応に当たることも将来に向けて必要な行動として求められる。 

 

③ 将来の電力需要の増大に対し原子力発電炉の新増設を急がなければ電力需給の逼迫

を招きかねない 

 原子力を取り巻く環境は福島の事故以降１４年の歳月を経ているものの閉塞感が漂って

いる。電力需要も現状では期待するほど伸びておらず電力会社の経営者は既設発電所の運

転再開が順次進みつつあり、原子力発電炉の新規の建設はまだ先のことと認識しているの
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ではなかろうか。しかし、一方でＡＩ技術によるデジタル化は急速に進展しており、これか

ら建設が予定されているデータセンターでは大規模な電力が必要になると予想され、電力

需要は今後増大して行くことが見込まれている、２０４０年代以降の電力需給の安定供給

確保の観点から原子力発電炉の建設に向けて直ちに取組んでいかなければ電力需給のひっ

迫を招きかねないことを認識すべきである。 

 

④ 原子力産業の崩壊をなんとしても防がなければならない。行動を起こさなければ 

ジリヒンの道を辿ることになる。 

  原子力技術の保全、人材の継続的活用など原子力産業の崩壊を防ぐ観点から、最も有

効な手段は原子力発電炉の建設を継続的に進めることに尽きると言える。建設の継続は原

子力産業のサプライチェーンの輪をさらに広げると共に技術革新を生み出し、優秀な人材

を呼び込むことにもつながる。基本計画においても日本がこれまで築いてきた原子力産業

の基盤を維持強化することの重要性を指摘しているところである。 

 

（２）革新軽水炉開発を取り巻く現状認識と事業環境の整備及び国民理解の深化 

 基本計画において、原子力発電炉の開発について、電力システム改革によって競争が進

展した環境においても大規模かつ長期にわたる投資、事業期間の長さ、規制基準、バックエ

ンド事業などに対応し、安定的な事業運営ができる環境整備を図る必要があることを述べ

ている。 

また、震災以降の新規建設案件の喪失により原子力産業、人材の基盤が脅かされつつあ

るとの強い認識を示している。将来的に原子力発電炉の建設期間の長期化、コスト増に加

え、機器、部素材、燃料加工、廃炉などの産業基盤の技術の途絶、原子力人材の不足の回避

などに対応するため、産業界、官公庁が連携した原子力サプライチェーンプラットフォー

ムの活用について述べている。また、実施資金について民間資金のファイナンス環境の整

備とともに公的信用補完の活用、投融資などのファイナンス円滑化に国が果たすべき役割

についても記述している。以上のような認識論を取りまとめている基本計画はこの観点に

おいて評価されるべきものと考えるが、国はこれらの諸課題への対応のため必要資金の確

保など具体的な行動が求められる。国をあげて原子力発電炉の開発に具体的に取組んでい

る現実の動きを国民に伝え理解してもらうことは、日本の将来のエネルギー安全保障確保

につながり、一刻も早く原子力発電炉の建設に取組む必要があることが理解されるだろう。

現実の動きがなければ何も始まらないし原子力発電への関心も理解も広がらない。 

 

（３）コンソーシアムの設営と検討課題 

 革新軽水炉の炉型選択や、具体的立地場所の選定をどうするか、開発実施体制の組織化、

と構成者、事業実施推進全体のマネージメントの在り方、実施資金の分担方式と国の出資

期待額の算定根拠など実現可能な開発プランをまず作成しなければならない。このために

は開発ノウハウを有する関係者や立地候補地の自治体関係者を絞り込んでコンソーシアム

を設営することが必要となる。このようなコンソーシアムを運営するには強力な先導力と
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実力が必要であるため、現下の情勢を考えれば内閣の決定によるコンソーシアムとするこ

とが有力な解決策となるだろう。取りまとめリーダーにはエネルギー行政機関の役職者が

望ましいと考える。 

 以下は今後コンソーシアムについて具体的議論が行われることになるが、筆者がイメー

ジとしている素案は以下の通りである。 

① コンソーシアム参加者 

   行政機関：経産省（資源エネルギー庁）＋原子力安全規制行政機関 

   電気事業者：参加希望各社  

   炉メーカー等：炉メーカー及び炉メーカーが必要と考える事業者 

   地方自治体：青森県及び下北エリア自治体 

②  革新軽水炉の選定：１２０万～１５０万ｋＷクラスの革新軽水炉２基をベースに 

③  実施地点の選定：青森県下北エリアを前提として考える 

④  実施事業者：建設専門会社の設立 電力、炉メーカー等からの出向、協力を仰ぐ 

⑤  実施資金：国からの資金（たとえば開発必要資金の２分の１） 

佐々木 宜彦記 

 

  

中国でどのくらい原発が稼働しているのか日本のマスコミは報道してくれないので、時々調べてみて

いる。原子力関係者であればかなり多くの人が見ているだろうと思われる最近のWikipedia によると、

２０２４年３月末現在で何と稼働中が５４基、建設中が２６基だという。Wikipedia で分かるのだから

良いのかもしれないが、一般の人たちはわざわざ調べたりしない。例えば NHK は２月になると春節だ

なんだかんだと、中国平民のいかにも楽しそうな行事の画面ばかりを映し、中国政府の覇権主義的行動

はおろか、日本にとって死活問題と思われるエネルギー安全保障、とりわけ原子力開発については知ら

ん顔で押し通している。 

 ５４基が稼働中というのは、一昔前の日本の原子力発電所の最盛期とほぼ同じところまで中国での原

子力利用が到達しているということである。既に、原子力発電炉の基数ではフランスを抜いて米国に次

ぐ第２位となっているのである。日本人が「原子力は危険」、「怖い」と言って原子力発電の足を引っ張

ってきた結果、関連産業が壊滅的な状況になっている一方、中国では原子力の恩恵を享受しまくってい

るという現実を何故報道しないのか？折角北京事務所を置いているし、国民から集めた金で中国人のた

めに NHK 放送センター内に事務所を維持し、中国人にやりたい放題をやらせているくらい中国が大好

きなのだから、中国の原子力発電所製造能力がいかに日本を引き離しているか、あるいは原子力商戦に

おいても、中国が市場を席巻していることを報道すれば、日本人の目を覚まさせることが出来るのでは

ないか？報道機関の本来の使命を思い出してほしい。（E.I 記） 

 

「赤ペン親父のつぶやき」 第２1話 

中国の原子力開発を報じない日本のマスコミ 

－原発が続々稼働－ 


